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2C21 I T 投資加速とその 政策誘発効果とその 波及効果分析 

0 魏 海浜，渡辺千切 

]. 序論 
ここ数年、 経済の情報化が 急展開している。 近年、 日本で 

は企業㈹情報化投資は 拡大し、 より最適な企業経営の 実現に 

向けた構造改革と 新たなビジネスモデルの 導入が進みつつあ 

る。 また、 インターネットを 中しとした情報関連産業への 期 

待も高まっている。 Ⅱ ( 情報技術 ) の急速な進展は 競争力・に 

決定的影響を 及ぼす。 それは生産体系へのけの 体 化 

く lnco@poraIion) と 利用面の制度的柔軟性 (lnstitul@onal 

dasIlclIV, に依存して @ 、 る ．そして、 それは、 

x  " 一ドやヅフ 。 なとぼ産業自体の 生産性向上、 

g) l" Ⅰストックの 蓄積に伴 う 労働の資本装備率上昇や 労働 

代替効果 

3 汀 " ユーザー側で℡以外の 資本ストックや 労働力の生 

産性をも押し 上げる相乗効果 

3 ルートを経て 経済全体㈲生塵吐を 向上させることが 期待 

される。 以 - 、 1 刀 経済全体。 ) 生産性向上 7j3 ルートは、 いずれ 

， ， " Ⅱ化のスピルオーバー 効果」としてとらえられる ，急速 

なⅡ化㈲進展は 多く㈲産業 " 圧 化を推進し、 それが業種 問 

に活発にスビルオーバーする。 ， 

そして、 以上 00 背景をふまえて、 本研究は   け投資の収益 

性 ・収益構造に 視点を据えて ，それが政策を 誘発する効果を 

分析 -," ることをねらいとする。 このため、 IT 投資を労働 (@ 

運用管理 ) % 資本。 ハ一 " 、 ソフト、 ネット ) に分解して、 

什 生産要素㈹を 構築し、 それを生産体系へ 体化させ、 そ 

" に基づき、 l975 年～ l99 リ 年の M 半世紀の日本㈲ 製造業及び 

  % 要 業種を対象に   計量的な実証分析を 行い、 命題の解明に 

迫ろ - 

( 東工大社会理工学 ) 

2. 分析 
2.1  分析フレームワーク 

本研究は序論で 示した研究の 焦点に即して、 図 ] のフレー 

ムワークに基づき、 IT 化の進展、 収益向上、 生産性の上昇の 

循環構造についての 分析を行 う 。 

2.2  生産要素の構築・ 検証 
分析フレームワークに 沿った計量経済学的な 実証分析を行 

うため、 業種別㈹情報化関連支出をべ ー スに lT 生産要素の構 

築を行う。 情報化投資には 多額の投資が 必要であ る。 バード 

ウェアの購入、 システムの開発、 日常のシステム 運用、 利用 

部門の人だちに 対する情報活用の 教育など、 すべてが情報化 

投資であ る。 

分析のために、 利用するデータベースは、 通商産業省「我 

が国情報処理の 現状」のみであ る。 この ヂ一タは ついて、 長 

所として取り 上げられるのは 以下のような 点であ る。 

① 業種別データが 長期的にとれる。 

② ソフトウェアについての 長期的データが 存在する。 

③ 業種別のレンタル・リース 費用がわかる。 

④ 導入・保守利   や 、 労働費用、 アウトソース 費用など、 

補完的費用がわかる。 

他方、 短所としては 従来次のような 点が指摘されてきた。 

① アンケートデータなので、 各業種ト一 タル の情報化関 

連投資額の動きを 反映している ヵ 不明であ る。 

  ぎ 電子計算機・ 同付属品㈹分類の 判断を企業に 頼ってい 

るため、 そのカバレッジは 過少になる可能性があ る。 

「我が国情報処理の 現状」は、 日本企業の lT 支出に関する、 
ミクロ詳細なデータを 提供する反面、 大企業を中心とした ア 

理
 

の
管
 

T
 周
一
 フ
ノ
 

1
 運
ハ
ソ
ネ
 

働
 

 
 

労
 

資
 

 
 

 
  

 策
発
 

政
誘
 

資
発
 

投
誘
 

叫
 

j
 ビ

ス
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
  
  
 
 
 
 
  
 
ィ
 

）
 格
 

ァ
面
 

資
 

「
 

戸
ケ
 

投
 

Ⅰ
 

T
 
 グ
 

T
 

 
 

 
 

｜
 

叫
 

  IT 化の進展、 内部収益率増加、 TT 投資拡大、 政策誘発㈹循環構造   

図 1  分析の基本フレーム 

  詳細 は 、 第 ld 回 年次学術大会予稿 集 2Blg ( 魏 、 渡辺 ) 参照   
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ンケート調査によって「Ⅰ 社 当たりの平均支出額」 として、 
まとめているので、 国民経済体系に 沿った分析を 行 う ために 

は、 これを国民経済体系の 枠組みと整合的に 位置づける必要 

があ る。 

2.3  要素 別 Ⅱ生産要素の 構築 

要素 別の IT 生産要素の構築手順は 次のように示される。 

① 「我が国情報処理の 現状」 ( 通商産業省、 各年版 ) よ 

り 1 社あ たりの名目 IT 要素費用を入手。 

② 名目 IT 要素費用をデフレート し 、 実質化する。 

③ 資本分実質 几 要素費用をストックに 換算し、 IT 資本 

要素を計測。 

④ IT 労働要素と資本要素により、 IT 生産要素を構築。 

2.3.] 製造業の情報化コストの 計測 

製造業の情報化コスト GlC (Gross@n № rmalionCosl) は 次式 

により計測する。 

C, ぽ三 一仕 当 だり情報化関連支出額，情報化推進企業数 

二のⅡ 1 十ど ) 夕 七ヵ ょ C+ イト Ⅰ 4 ざ 
く 1) 

二の・Ⅱ千引・ M バ ・ a 十の・ A   岱 ・ A) 上リ・ 材 S で + の ・ A   パ リ 

=G/HC +OISC" +G/.V.C" +G/Z,C 

  通信関連機 " @  " " 布 。 。 

コンヒュー タ + 事務用機器 

二 2l.8%  (1995 年の割合を採用、 製造業全体 ) 
く 2) 

@ 定 資本マトリックスに よ翻 

MS: 情報化推進をしている、 資本金 @(M 億円以上企業 

( 「大企業」 と 称ず ) の 数 

鮭 大企業とサンプル 平均とひ フ m 卸受 資の比率 

「我が国情報処理の 現状」によるミクロデータはサンブル 

データであ り、 企業規模により 情報化関連支出額がかなり 違 

っている。 よって、 サンプル平均を 大企業平均に 換算するの 

は必要であ る。 「我が国情報処理の 現状」 1995 年 一 1998 年版 

の 4 年間のデータを 用いて、 のの推定を次 式 より行 う 。 

の =av""r 口 f, 印 ，「大企業 サンブルー @ 一社 仕当 当 だり投資額 だ。 投資額     

=2.05  (l995 年 -l998 年㈹平均、 製造業全体 ) 

1975 、 l980 、 l985, l990, l995 年産業連関表の 固定資本マ 

トリックスより 製造業全体のハード 関連費用を研究開発「大 

企業」べース 利用して、 l974 午から @999 年までの ヂ 一夕を 

補完する。 l975 年 一 1998 年の間の情報化推進企業数 M5 を 次 

式 より推定する。 

Ⅰ れ A   イ Ⅰ 二 3.14+0.65 7% Ⅰ (4) 
(3.36)1% 有意 0d ぴ ・ セニ 0 ・ 98DW 二 1.96 

以上より、 o と MS を用いて、 各要素の名目要素費用の 算 

出 ができる。 

2.3.2 実質 圧 生産要素の導出 

本研究では rT 生産要素をハード     ソフト、 ネ、 ット 、 労働 

の 要素に分けており、 それぞれのデフレータを 用いて、 実質 

化する。 ハードのデフレータは「物価指数年報 ( 日本銀行調 

査統計局 ) 」の電気機械物価指数と 事務用・サービス 用機械物 

価指数の加重平均とする。 ソフトのデフレータは「物価指数 

年報 ( 日本銀行調査統計局 ) 」の企業向けサービス 価格指数の 

う ち、 情報サービス 価格指数とする。 ネ、 ット のデフレータは 

「物価指数年報 ( 日本銀行調査統計局 ) 」の企業向けサービス 

価格指数のうち、 通信価格指数とする。 労働のデフレータは、 

「毎月勤労統計月報 ( 労働省 ) 」の労働賃金指数とする。 

2.3.3 要素 別肝 生産要素の導出 

労働以外の各資本要素について 次式 によりストック 化する。 

ぬ ， 二 ( 与告算 )              +0l-p. ル， - 。 ( イ二 H,S, Ⅳ メ = 乃， ，， 列 

抑 ，リードタイム ( 投資から実用までの 時間 ) 
く コ ") 

p.: 要素Ⅹ (fW 陳腐化率 

リードタイムについては、 ハード、 ソフト、 ネ 、 ット は情報 

処理開発協会等へのインタビュ 一に基づき、 同じくⅤ 4 年と 

する。 ハード、 ソフト㈹陳腐化率 は 、 法人税法施行令別表「法 

定耐用年数」により、 それぞれ 6 年、 3 年 - とする。 これには、 

ネ、 ット の陳腐化率は 含まれていないので   さ 、 ット 回線速度 (70 

切り替え年数をもとに、 l.7 年とした。 

2.3.4 要素 別 弾性値の導出 

要素 別 @T 生産要素の弾性 値は   次式 より導出する   

G は C GINC   

は一 一 GILC """  G!C   ノ j. 一 """" GIHC C/C   月一一一一 、 一 G/( ァ                         く 6) 

GIC@ =@GILC@ +@G///C@+@GISC@ +@GWC 

2.4  I 丁生産要素の 構築 

導出された 各 ]T 生産要素及びそれぞれの 弾性値を用いて   

TT 生産要素を (7) 式により構築する。 

  

十 (l 一月 l,)/ll       …・ 1 
  

十り 一戸・ K/   、 ，     
  一 

(7)   
ⅠⅠⅠ㌔・Ⅰ     

= ㎡・ ん， "./ 。 ，几イ 。 ムイ 。 "     

]" 

2.5  Ⅱ投資収益性分析 

2.5.] 汀 投資内部収益率 

lT 投資内部収益率 Dr) は、 lT 投資の初期費用とその 投資に 

よって得られるリターンのそれぞれの 現在価値が等しくなる 

ような割引率で、 以下のように 求められる。 
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いま、 @T 投資の期待収益率を r 、 IT 投資のリードタイムを 

m とすると、 @ 単位の IT 投資の商業化開始時点 ( 戸 0) での価値 

  

    

と表される。 

また、 rT 投資が TT ストックを形成し、 それが付加価値 げ 

・に貢献すると、 その限界生産性はるⅡ / る Ⅰであ るから、 1 単 

位の TT 投資によって 将来得られる 収益の商業化開始時点で 

C り 価値は、 技術の陳腐化率をのとすると、 

r る Ⅰ                     
  

と 表せる。 

このとき、 (8)    (9) が等しくなるような 月が内部収益率で 

あ る。 よって、 

ピ， llr     Ⅱ Ⅳ 旦と ・ e- け沖 ナ   

左辺を一次の 項までのテイラー 展開で近似すると     

と 表せる     

2.5.2  % サービス価格 

本来、 TT は 資本のような 累積投資額のみを 評価するのでは 

なく、 そこか。 派生し将来にわたるサービスも 考慮に入れな 

ければならない ，その点からすると、 IT 支出と IT ストック 

と㈹割合による IT 価格は 、 Ⅱ㈲価格として、 毎年のサー。 ビ 

ス 介 しか反映していない ， 

よって、 ここで は 、 当該支出が、 将来生み出す IT 固有の 

サービスをも 反映させた価格を IT サービス価格として 計算 

する。 まだ、 lT 資本価格 は 、 投資が将来に 生み出すサービス 

のため、 通常価格より 低くなる。 ，さらに政府支援 ( 紛 ), と 法人 

税 (cr) を考慮にいれると、 TT サービス価格は 、 

  
戸げ ， 二 (1 一 9 ざト ( 戸 ，・㏄十二一皿・ ・ Ⅰ ハ一 十 C f  タ ・ ク ) 

となる     

2.5.3  同時計測 

(l1) より   

(13)   

が 導 。 れる。 (13) と (12) の連立方程式を 解くことにより 各年 

の 内部収益率および IT サービス価格を 同時に求めることが 

できる。 

(14) 

3.  モデル 

3.1  % スピルオーバーを 加味した生産関数 

TT を労働、 資本に分け、 それぞれの同化したスビルオーバ 

ー技術も加え、 IT 労働 ( り 及び IT 資本 ( 砲を次により 計 

測する。 

/,=  1,,+  Z ツぃ Z"  二 
  ⅠⅠ 

n@/@ ， 4 
A ん ，イル 

  
7A  二 / ぬ十 Z 戊 f% 、 Z 戊 = 

ⅠⅠ 

Ⅰ + 十 + 且   7"     、     77 。 ， "" 一 Ⅰ。 ， 
A/,,/4 

この IT 生産要素をおり 込んだコブ・ダバラス 型の生産関 

数は次 式 により示される。 

V  =  F(L,K  ,/, 「， t)  =  円 (LJ7@),(K  ,IA)J 「， ハ 

二刀が ( び ・・ ん 。 Ⅹく ん ・ 

  i.@ ・ w   (15) 

=  アピヵ 。 匡円 ( 几十 7 ツ，、 ) セ HK  爪 d ㌦ 十 Z,,/@,) れト   

ただし   

士 スケール係数 

ピ 労働 

A: 資本 

/: 俘 生塵要素 (7,: 俘 労働     /,:i 「 資本 s ) 

た 技術ストック 

/: タイムトレンド 

を 示し、 ム、 K から / 、 r の重複分は除去 (7 には r との重複は 

含まれない ) 。 

3.2  収益性分析モデル 

lT 強度、 政策オプション、 タイムトレンドを lT 投資内部 

収益率の支配要因 4 と考え、 以下のようなモデルを 作り回帰分 

析により内部収益率の 支配要因を特定する ， 

@ ㍗ = 伎 十 Pl@(7.+Z け / り l Ⅱ十 P2@ ぱ 十月、 r く 16) 

これにより、 生産関数を (15) 式 としたとき   (13) 式で内 

部 収益率の支配要因を 分析する。 

4.  検証 
4.] T 内部収益率の 業種特性 

前述したようなモデルで 分析を行 うと 結果は表「に 示す 

ようになる。 比較として、 第 16 回年次学術大会で 収穫逓増の 

研究で得られた SCE, も入れて考えることにした。 

4 TT 強度は (L.+Zrr ㌧八を意味する。 政策オブションは 税率を意味す 

2 将来のサービスを 反映すると、 その分 TT 資本ストックが 増加する る   

ため、 その分価格は 低くなるものと 考えられる   O  SCE  は収益逓増を 判断する t, ので、 Lau ㎡ 5R.Christensenand 

3 政府支援割合。 r 科 ・手技術研究調査報告 ( 総務省， @ よ       Ⅵ「Ⅲ㎝ lH.(;ree ㎎ い 976. Ⅲで定義したよっに 、 ・ SCF 目 - 引 nC  み 

                                                                  する - 政 ・荷負担額 一 +   民営研究機関研究費に ""  " ダ   j     けろ ""   敗荷負 "" ff 額 "" ln.@.-@                                            -") と 表す・詳細は、 第 Hi 同年次学術大会 
公業研究費総額 -                                               予稿 集 2B1g 。 魏 、 渡辺，参照 
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本研究の分析により、 Ⅱ投資内部収益率が 業種による格差 

が大き。 ニ とが判明した ，特にハイテク 産業 ( 例えば、 電気 

機械、 精密機械 ) では、 ℡化の推進に 伴い、 TT 投資内部収益 

率は大きくなっている。 比較的に SCR と 一致し、 収益逓増産 

業のⅡ投資内部収益率が 高くなっている。 また、 計測した 

IT 投資内部収益率を 既存の研究開発投資内部収益率と 比べ 

て みだところ、 ほぼ製造業の 全産業においては TT 投資内部収 

益率が研究開発投資内部収益率より 大きいことも 判明した。 

表 Ⅰ 製造業 9 業種と ヒ較 (1976 一 ]999 年 ) 

一般機械 
電気機械 
輸送機械 
精密機械 

化 学 
-- 沈金属 
紙 ・バルブ 

金属製品 

窯業・七布 

SCE 

  
29.6% 

  
  
-18.9%   
  22.5 り ・   

  30.3%   

 
 

 
 

ほ @  B.> 

0.33   0.03 

0.65   0.03 

0.13   0.03 

0.43   0.03 

0.31   0.02 

0 ． 17   0.01 

0.15   0.()3 

0.21   0m0l 

0 ． 06   0.02 

@
6
8
4
2
 
6
3
2
4
3
 

・
・
 0
0
0
0
 
0
0
0
0
0
 

%
 

㏄
 
億
 
㏄
㏄
 
ひ
 

㏄
㏄
㏄
Ⅸ
 

 
 

    

4.2 % 投資内部収益率の 支配要因 

(16) 式の モヂル に基づき、 回帰分析を行った 結果は表Ⅰに 

示すように、 租税は収益率を 低下させることになるが、 それ 

・に対し、 企業の TT 進展の度合いを 示す TT 強度は TT 投資の収 

益性を上昇させる " まだ、 収益性が午々逓減していくことも 

同時に示して。 る 。 

IT を先導する電気機械産業においてば、 IT 強度の弾性恒 

ゎ・が他産業より 非常に高く、 電気機械の IT 投資の効率性の 

高さを表している。 また、 タイムトレンドの 弾性 値 p, の値に 

よると、 電気機械産業において 技術革新が盛んに 行われてい 

ることもうかがわれる。 
IT 強度の - 昇がその内部収益率を 高める - 方で、 IT 投資 

の判断 は 内部収益率によ づ てされるために、 内部収益率の ド 

" ぱ 企業㈲ さら 。 ろ @ 投資を誘発 -," ろ ま た、 これほ政府 ") 

政策オプシコシを t, 誘発し、 IT 投資を促ずような 政策 " ナ J" ち 

出されるが期待される " 法人税率を 1% 下げると、 製造業平 

均で 2.67% の収益上昇が 得られることを 判明した。 

5. 結論 
本研究、 Ⅱ投資㈹収益性に 視点を据えて、 それが産業㈲ 収 

穫構造、 政策誘発におよばす 効果を分析することをねら い と 

した。 lT 投資を労働 (lT 運用管理 ) と資本 ( ハード、 ソフト、 

ネ 、 ット ) に分解して、 ぼ 生産要素㈹を 構築し、 それを生 

産体系ヘ体化させ、 それに基づき 計量的な実証分析を 行った。 

分析の結果、 次のような点が 明らかになった。 

① @ 投資の収益性を 示す内部収益率は、 IT の進展を 

示す IT 強度が収益率の 上昇に貢献する 一方で、 税 

率や タイムトレンドといった 要因 は 、 収益率㈲上 

昇を制限する。 
② 内部収益率の 増加で、 lT 化が進むと同時に 、 更な 

る 汀 投資を誘発する。   

        lT 投資を促すような 政策オプションが @T 利用拡大 

により誘発され、 収益を上昇させる。 

収益率は、 それ自身独立して 存在するわけではなく、 企業 

の lM 仕進む具合や、 国家政策などの 相互に複雑に 関連したも 

のの中で相互依存的に 決定されるものであ る。 今回は国家政 

策において法人税率を 用いたが、 今後はより多く 政策オブシ 

ョンを表す要因を 取り入れて、 収益性の変動を 分析すること 

によって、 更なる @T 投資の収益構造が 明らかになるものと   思 

われる。 
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